
わが国のエネルギー政策における
原子力の位置づけ

筑波大学

大学院システム情報工学研究科

リスク工学専攻　教授

内山洋司

国際シンポジウム「核燃料サイクルを考える」配布資料

目次

わが国のエネルギー・原子力政策

　

新計画策定会議と論点

　







2030年度電力需要見通し





原子力ケースの前提条件

●　新設設備
　・2010年までに４基が運開

　・2030年まで

　　レファレンス：更に６基の運開

　　Highケース：更に13基の運開

　　Lowケース：更に4基の運開

●　設備利用率
　・レファレンスとLowケース：２０１０年以降85％（～2030年）

　・Highケース：2010年を85％とし、2030年には90％まで向上

●　廃炉
　2010年度に敦賀１(35.7万kW)

日本のエネルギー需給構造（2030年）はどうなるか
（感応度分析による試算結果）

最終エネルギー消費

原子力ケース

ＣＯ２排出量

原子力の進展は化石燃料消費量の
大幅な削減に寄与する。

原子力は経済的にＣＯ２排出量を
抑制することができる。



世界における原子力発電の現状

●世界の原子力発電所

　運転中：434基、3億7,628万ｋＷ、
2兆6,000億ｋＷｈ

　運転・建設・計画：498基、4億
3,549万ｋＷ

　（建設中34基：日本、ロシア、韓国、ウク

ライナ、中国、台湾、インド、チェコ、ア
ルゼンチン、ルーマニア、イラン）

（2003年12月末）

25.759.75.03(16.3)45.74(52)日本

21.688.1(2.7)5.14(6)台湾

2.287.02.776.30(8)中国

40.090.42(6.8)15.72(18)韓国

45.979.5411.84(13)ウクライナ

16.578.1322.56(30)ロシア

39.792.4－3.37(5)スイス

27.394.6(1.7)2.76(4)フィンランド

49.682.9－9.83(11)スウェーデン

28.786.7－21.69(18)ドイツ

23.771.1－13.03(27)英国

77.782.7－66.13(59)フランス

19.988.3－102.43(103)米国
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海外における原子力政策の現状（１）

●米国：2001年5月「原子力2010計画の推進」2010年までに新設を計画

　　　　　2002年7月ネバダ州ユッカマウンテンに高レベル放射性廃棄物処分場

　　　　　の建設を決定（放射性廃棄物製作修正法）

　　　　　DOEによる先進的燃料サイクル・イニシアティブ（HLWの削減、長寿命核
　

　　　　　種の分離、使用済燃料のウラン・プルトニウム利用）

　　　　　2003年2月ブッシュ大統領が水素燃料イニシアティブを発表（水素利用に

　　　　　よるGHG削減、2015年までに高温ガス炉等を利用した水素製造システム

　　　　　の構築）　

●フランス：1997年社会党、共産党、緑の党の連立政権発足によって反原子力が

　　　　　提唱（1998年スーパーフェニックスの廃止）

　　　　　2002年5月原子力推進派のシラク大統領が再選。ラファラン首相がエネ

　　　　　ルギー政策法を制定する方針（原子力の位置づけが明確になる）

●英国：北海油田の開発で自給率が100％を超えており、原子力発電所の新規建

　　　　　設計画の見通しはない。

●ドイツ：1998年社会民主党と緑の党による連立政権で原子力発電所の段階的
な閉鎖が協議された。2001年6月に原子力の発電量は2000年以降2兆
6,233億ｋWhに設定し、32年の寿命で閉鎖する方針を決定。



海外における原子力政策の現状（２）

●スウェーデン：1999年バーゼベック1号機を閉鎖。2005年には2号機を閉鎖する方針

●フィンランド：2002年原子力発電所の建設が政府で決定され議会で承認された。

　　　　　2004年2月オルキルオト3号機（EPR)の掘削・土木工事が開始。HLW処分場の

　　　　　建設がオルキルオトに決定。

●スイス：1999年社会民主党と緑の党により2010年までの新規建設凍結案が採択。

　　　　　2003年3月10年間の再処理凍結案が盛り込まれた改正原子力法が可決、成立。

　　　　　2003年5月の国民投票で原子力の段階的廃止議案が否決。

●ロシア：2000年5月「21世紀前半におけるロシアの原子力発電開発の戦略」で2010年

　　　　　までに原子力発電所を3,000万ｋW~3,200万ｋW増強する目標。

　　　　　2001年7月海外からの使用済燃料の輸入を解禁する法案が成立。

●ウクライナ：2004年ロシアの協力で2基の原子力発電所が運転開始。

●韓国：2000年「第5次長期エネルギー開発計画」で2015年までに28基（現在18基）の

　　　　　原子力発電所を稼動する計画を発表。

　　　　　1978年に最初に運開した古里1号機の2008年閉鎖予定。2010年と2011年に

　　　　　次世代炉(APR1400)が運転開始予定。

●中国：2004年3月「第11次電力産業五ヵ年計画」で2020年までに原子力規模を3,600
　　　　　万ｋWにすることが発表（総発電設備9億5,100万ｋW)




